
第３回宇宙活動法の見直しに関する小委員会
検討課題と論点

2024年10月24日
内閣府宇宙開発戦略推進事務局

１．サブオービタル飛行の取扱い
２．人工衛星を搭載しないロケットの打上げの取扱い
３．打上げ施設の適合認定制度の取扱い
４．主要論点（案）

資料１－１



議 題 （ 予 定 ）開 催 日

 宇宙活動法の見直しに関する小委員会の設置について

 宇宙活動法の見直しに向けた要望等
2024年9月26日（木）１

 多様な宇宙輸送システムに対応する制度の在り方（その１）2024年10月１日（火）２

 多様な宇宙輸送システムに対応する制度の在り方（その２）

1. サブオービタル飛行に対応する制度の在り方

2. 人工衛星を搭載しないロケットの打上げの取扱い

3. 打上げ施設の適合認定制度の取扱い

2024月10月24日（木）9:00-11:00
（本日）

３

 宇宙空間の持続的かつ安定的利用の確保に向けた対応の在り方

 事故発生時の損害賠償担保措置及び政府補償制度の在り方
2024年10月31日（木）16:00-18:00４

 宇宙産業の国際競争力の強化に資する制度の在り方

 公共の安全を確保するための事故対応の在り方

 有人宇宙輸送の制度化の在り方（その１）

2024年12月17日（火）14:00-16:00５

 有人宇宙輸送の制度化の在り方（その２）

 「宇宙活動法の見直しの基本的方向性について（中間とりまとめ）」の骨子案
2024年12月19日（木）9:00-11:00６

 「宇宙活動法の見直しの基本的方向性について（中間とりまとめ）」（案）について（その１）2025年１月20日（月）14:00-16:00７

 「宇宙活動法の見直しの基本的方向性について（中間とりまとめ）」（案）について（その２）2025年１月29日（水）13:00-15:00８

今後の開催スケジュール 1



２．特に重点的に取り組むべき事項

④ 宇宙活動を支える総合的基盤の強化

宇宙輸送分野の技術革新に伴い、宇宙往還機の帰還行為や再使用型ロケット

の着陸行為、サブオービタル飛行など、現行の「人工衛星等の打上げ及び人

工衛星の管理に関する法律（宇宙活動法）（平成28 年法律第76 号）」では対

応できない新たな宇宙輸送の形態が出現しつつあることから、同法の改正を

視野に、今年度中に制度の見直しの考え方を取りまとめるとともに、新たな技

術基準を検討する。

民間企業等による世界的な宇宙利用の拡大に対応した円滑な審査が可能とな

るよう、内閣府宇宙開発戦略推進事務局において、体制の整備を図る。

宇宙基本計画工程表改訂に向けた重点事項（令和6年5月31日宇宙開発戦略本部決定）抜粋
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１．サブオービタル飛行に対応する制度の在り方
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サブオービタル飛行に対応する制度の在り方
サブオービタル飛行のイメージ

サブオービタル飛行では、機体は軌道に投入されず、軌道において人工衛星を分離することもな
いため、サブオービタル飛行は、現行宇宙活動法上の人工衛星等の打上げに係る許可の対象外

人工衛星等の打上げに係る許可

第４条第１項
国内に所在し、又は日本国籍を有する船舶若しくは航空機に搭載された打上げ施設を用いて人工衛星等
の打上げ（※１、２）を行おうとする者は、その都度、内閣総理大臣の許可を受けなければならない。

※２「人工衛星等の打上げ」＝自ら又は他の者が管理し、及び運営する打上げ施設を用いて、人工衛星の打上げ用ロケットに人工衛星を搭載
した上で、これを発射して加速し、一定の速度及び高度に達した時点で当該人工衛星を分離すること

※１「人工衛星」＝地球を回る軌道若しくはその外に投入し、又は地球以外の天体上に配置して使用する人工の物体
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概要議題開催日開催回

官民協議会の下に、実証実験の内容に応じた関係法令の手続
き、実験場所や安全の確認等、実証実験の実施方法を調整す
る「実証実験ＷＧ」と、事業化に関する動向把握、諸外国の
制度・運用体制の整理等、必要な環境整備の検討を行う「将
来課題検討ＷＧ」を設置。

• 官民協議会について
• 国内事業者の状況
• 国際基準の動向と関連する国内法令等
• 今後の取組

2019年６月26日第１回

• 事務局より、実証実証WGの状況(PDエアロスペース㈱の飛
行実証実験に係る法令対応等) 及び将来課題検討WGの状況
（米英サブオービタル法制の動向等）を報告

• 国内事業者の開発状況報告
• スペースポートに関する国内外動向報告
• 宇宙港（北海道大樹町）の事業紹介
• 国内外調査概要報告
• 今後の取組、課題

2020年７月14日第２回

• 事務局より将来課題検討WGの状況を報告（サブオービタル
飛行に関する開発動向、米英法制、ICAOにおける議論等）

• 国内事業者の開発状況
• スペースポートに関する国内外の動向
• 将来課題検討WGの状況報告
• 革新的将来宇宙輸送ロードマップ検討会の検討状況

2021年９月１日第３回

• 事務局より、「サブオービタル飛行を取り巻く国内外の動
向」として米英関連法規並びに本邦における試験飛行の枠
組み及び許可実績等について報告

• 構成員に㈱IHIエアロスペース、SPACE COTAN㈱を追加

• 国内事業者の開発状況報告
• スペースポートに関する国内外動向報告
• 宇宙港（北海道大樹町）の事業紹介
• 国内外調査概要報告
• 今後の取組、課題

2022年12月７日第４回

• 一般社団法人 Space Port Japan 他から、「サブオービタ
ル飛行の実現に向けた制度整備について」の要望書が事務
局宛に提出

• 構成員に兼松㈱、外務省総合外交政策局宇宙・海洋安全保
障政策室を追加

• 国内事業者の開発状況報告
• スペースポートに関する国内外動向報告
• サブオービタル飛行の実現に向けた制度整備について

2023年12月８日第５回

サブオービタル飛行に関する官民協議会の開催

サブオービタル飛行に対応する制度の在り方

• 我が国におけるサブオービタル飛行の実現に向けて、民間の取組状況や国際動向を踏まえつつ、必要な環境整備の検討を行うため、内閣府宇宙開
発戦略推進事務局及び国土交通省航空局が共同事務局となり、2019年より「サブオービタル飛行に関する官民協議会」を開催（これまで5回実施）。

• 官民協議会に参加する民間企業：兼松（株）、 （株） IHIエアロスペース、 （株） SPACE WALKER、ＰＤエアロスペース（株） 、 SPACE COTAN （株） 、一
般社団法人Space Port Japan。

• 政府関係機関も参加（内閣官房副長官補室内閣参事官(科学技術担当)、 総務省総合通信基盤局電波部基幹・衛星移動通信課長、文部科学省研究
開発局宇宙開発利用課長、経済産業省製造産業局宇宙産業室長、国土交通省総合政策局技術開発推進室長、防衛省防衛政策局戦略企画課長 、
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構
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第５回サブオービタル飛行に関する官民協議会（令和５年１２月８日）への提出資料より
https://www8.cao.go.jp/space/policy/suborbi/dai5/siryou3.pdf

2023年12月、宇宙輸送分野で事業開発を進めている兼松（株）、 （株） IHIエアロスペース、 （株） SPACE WALKER、
ＰＤエアロスペース（株） 、 SPACE COTAN （株） 、一般社団法人Space Port Japanは、サブオービタル飛行の実現に
向けた制度整備に関して、内閣府宇宙開発戦略推進事務局及び国土交通省航空局に要望書を提出。

【骨子】

 我が国において先進的なサブオービタル飛行の事業化を早期に実現

するためには、法制度の整備を通じて、新規事業の予見可能性を高め

つつ研究開発活動や事業投資を加速していくことが非常に重要

 このため、サブオービタル飛行に関する国の許認可制度の簡素化や

適切な安全基準等が整備される必要がある。

 ついては、「周回軌道に対する人工衛星等の打上げ行為」のみを対象

とした現在の宇宙活動法の対象範囲をサブオービタル飛行にも連続的

に拡大させる検討が必要。

 その際、観測ロケットや試験飛行等に関しては、従来の民間事業者に

よる実績等を考慮し、適用除外や緩和措置を設けるなど、試験・開発・

民間の事業がスムーズに実施される制度について議論するべき。

 なお、サブオービタル飛行に求める安全基準や宇宙港の技術的要件

等の検討には、専門的知見や海外調査が必要となることから、政府と

連携して協力する。

サブオービタル飛行に対応する制度の在り方 6

宇宙活動法におけるサブオービタル飛行の制度化の要望
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サブオービタル飛行に対応する制度の在り方
〇航空法
（飛行に影響を及ぼすおそれのある行為）
第百三十四条の三 何人も、航空交通管制圏、航空交通情報圏、高度変更禁止空域又は航空交通管制区内の特別管制空域における航空機の飛行に影

響を及ぼすおそれのあるロケットの打上げその他の行為（物件の設置及び植栽を除く。）で国土交通省令で定めるものをしてはならない。ただし、国土交
通大臣が、当該行為について、航空機の飛行に影響を及ぼすおそれがないものであると認め、又は公益上必要やむを得ず、かつ、一時的なものである
と認めて許可をした場合は、この限りでない。

２ 前項の空域以外の空域における航空機の飛行に影響を及ぼすおそれのある行為（物件の設置及び植栽を除く。）で国土交通省令で定めるものをしよう
とする者は、国土交通省令で定めるところにより、あらかじめ、その旨を国土交通大臣に通報しなければならない。

３ 何人も、みだりに無人航空機の飛行に影響を及ぼすおそれのある花火の打上げその他の行為で地上又は水上の人又は物件の安全を損なうものとして
国土交通省令で定めるものをしてはならない。

○航空法施行規則
（飛行に影響を及ぼすおそれのある行為）
第二百三十九条の二 法第百三十四条の三第一項の航空機の飛行に影響を及ぼすおそれのある行為で国土交通省令で定めるものは、次の各号に掲げる行為とする。

一 ロケット、花火、ロックーンその他の物件を法第百三十四条の三第一項の空域（当該空域が管制圏又は情報圏である場合にあつては、次に掲げる空域に限る。）に打
ち上げること（捜索、救助その他の緊急性がある場合におけるものを除く。）。
イ 進入表面、転移表面若しくは水平表面又は法第五十六条第一項の規定により国土交通大臣が指定した延長進入表面、円錐表面若しくは外

側水平表面の上空の空域
ロ 法第三十八条第一項の規定が適用されない飛行場の周辺の空域であつて、航空機の離陸及び着陸の安全を確保するために必要なものと

して国土交通大臣が告示で定める空域
ハ 緊急用務空域
ニ イからハまでに掲げる空域以外の空域であつて、地表又は水面から百五十メートル以上の高さの空域

二 気球（玩具用のもの及びこれに類する構造のものを除く。）を前号の空域に放し、又は浮揚させること。
三 ～ 七 （略）
２ （略）

第二百三十九条の三 法第百三十四条の三第二項の航空機の飛行に影響を及ぼすおそれのある行為で国土交通省令で定めるものは、次の各号に掲げる行為とする。
一 ロケット、花火、ロックーンその他の物件を法第百三十四条の三第二項の空域のうち次に掲げる空域に打ち上げること（捜索、救助その他の

緊急性がある場合におけるものを除く。）。
イ 進入表面、転移表面若しくは水平表面又は法第五十六条第一項の規定により国土交通大臣が指定した延長進入表面、円錐表面若しくは外

側水平表面の上空の空域
ロ 法第三十八条第一項の規定が適用されない飛行場の周辺の空域であつて、航空機の離陸及び着陸の安全を確保するために必要なものと

して国土交通大臣が告示で定める空域
ハ 緊急用務空域
ニ イからハまでに掲げる空域以外の空域であつて、航空路内の地表又は水面から百五十メートル以上の高さの空域
ホ イからニまでに掲げる空域以外の空域であつて、地表又は水面から二百五十メートル以上の高さの空域

二 気球（玩具用のもの及びこれに類する構造のものを除く。）を前号の空域に放し、又は浮揚させること。
三 ～ 七 （略）
２ （略）
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サブオービタル飛行に対応する制度の在り方

 高度100㎞～1000㎞を飛行し、超高層大気や天文学、材料科学等、様々な分野の観測・
実験を実施するもの

 プラズマ観測や、微小重力実験の為の十分な時間を確保する必要があるため、超高層大
気領域の上限（約1000km)程度まで到達できるよう設計

 モデルロケットは、最大でも全長1ｍ程度の超小型ロケット。様々な材質で作られ、教育用
や競技用で打上げられている。

JAXA第1回宇宙活動法の見直しに関する小委員資料（「宇宙活動法の見直しに向けた要望」７頁より引用）

観測ロケット（サウンディングロケット）とは

JAXA第1回宇宙活動法の見直しに関する小委員資料（「宇宙活動法の見直しに向けた要望」７頁より引用）

一般的に観測ロケットは人工衛星を搭載しないため（※）、観測ロケットの打上げは人工衛星等の打上げに
係る許可の対象外
※SS-520-5号機は2018年2月3日（宇宙活動法施行前）に超小型衛星「たすき」を軌道投入しているが、

現行宇宙活動法の下では、当該打上げには人工衛星等の打上げに係る許可が必要
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【JAXA】
JAXAが実施する、サウンディングロケット(観測ロケット)を用いた科学観測等のために行われる弾道飛行については、現状でも火
薬類取締法等の下に十分な安全確保・リスクの管理がなされている状況である。これが許可対象行為に含まれると、計画立案か
ら実験実施まで短時間で実施して学術研究・人材育成に貢献するという同ロケットの意義が失われる可能性があるため、今後も
許可対象外としていただくことを検討頂きたい。

【将来宇宙輸送システム㈱】

（サブオービタル飛行実証に関して）国境を超えない範囲での打ち上げ（試験、高高度の観測、無重力実験等）に関しては、従
来通りで良いのではないか（SJAC「弾道ロケット打上げ安全実施ガイドライン」に準拠）。
ただし、再使用運航（着陸・回収）に関してはSJACガイドラインにも定めがないことから、安全確保の考え方を整理する必要が
ある（あくまでガイドラインとして）。
国境を越える活動（ P2P輸送実証等）を可能とするために、２国間の協力関係に基づき試験等を実施できる枠組みが必要では
ないか。

9

観測ロケットの取扱いに関する事業者等のご要望

サブオービタル飛行に対応する制度の在り方

【インターステラテクノロジズ㈱】
サブオービタル飛行については無人有人問わず、現時点では引き続き宇宙活動法の許可範囲外とするべきと考えている。部分
的にでも宇宙活動法の許可範囲に入ると観測ロケットは事業性を失ってしまう。
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サブオービタル飛行の取扱い
サブオービタル飛行を対象とするライセンス制度の各国比較

TMI総合法律事務所作成「サブオービタル飛行及び打上げに係る主要国等の宇宙法制度」より引用（※は同資料を基に内閣府宇宙開
発戦略推進事務局にて追記） 10

無日本

有
サブオービタルロケットの打上げには、原則として免許又は許可が必要（※）米国

有
成層圏より上空で運用可能なロケット又はその他の機体の打上げには、原則として
宇宙産業法に基づく免許が必要。また、大型ロケット打上げ許可が必要な場合もあ
る。

英国

不見当仏国

有
一部のサブオービタル飛行には、オーストラリア打上げ許可、帰還許可又はオース
トラリア高出力ロケット許可が必要

豪州

有
一部のサブオービタル飛行には、打上げ免許又は高高度免許が必要

ニュージー
ランド

有
韓国の領域等内の地域等から準軌道発射体を発射しようとする者は、許可を得る必
要がある。

韓国

※アマチュアロケットの打上げについては米国商業宇宙打上げ法上の免許等は不要(連邦規則集に
基づく許可が必要な場合あり)



【アマチュアロケットの定義】（連邦規則集(CFR) 第14編 第I章 第1部 第1.1条 定義（仮訳））
■アマチュアロケット（Amateur rocket）： 次の各号に掲げる要件を満たす無人ロケット
(1) 推進するモーター又はモーター群の合計推力が889,600ニュートン秒(200,000ポンド秒)以下であること。
(2) 地球の表面から150キロメートル(93.2法定マイル)以上の高度に到達できないこと

【アマチュアロケットの運用制限】（連邦規則集(CFR) 第14編 第I章 第101部 第101.21条 一般運用制限（仮訳））
■一般運用制限（General operating limitations）
(a) アマチュアロケットは、次の各号に掲げる方法で運用しなければならない。

(1) サブオービタル軌道で打ち上げること。
(2) 打上げ時に、米国と当該国との間に合意がある場合を除き、外国の領域に進入しないこと。
(3) 無人であること。
(4) 人、財産又は他の航空機に危険を及ぼさないこと。

(b) 連邦航空局は、航空交通に悪影響を及ぼさず、公衆の安全が脅かされないことを確保するために必要な追加の運用制限を指定することができる。

【商用宇宙輸送に係る規定の適用除外】（連邦規則集(CFR) 第14編 第III章 第A節 第400部 第400.2条 範囲（仮訳））

■範囲(Scope)
本章の規則は、米国国内又は米国国民によって行われる商業宇宙輸送活動に対する米国法典第51編第509章に基づく許可及び監督に適用される手続き及び要
件を定める。本章の規則は次の各項に定める活動には適用されない。
(a) 米国政府が、米国政府のために行う宇宙活動
(b) 本編第1章の第1.1条で定義されるアマチュアロケットの打上げ
(c) 次の各号に掲げる基準を満たすテザー打上げ機の打上げ

(1) 打上げ機。打上げ機は、次の(i)から(iv)までに掲げる要件を満たさなければならない。
(i) 無人であること。
(ii) 液体又はハイブリッドロケットモーターで推進されるものであること。
(iii) 本章の第417部の付録Iの表I417-2及び表I417-3の有毒推進剤を使用しないこと。
(iv) 搭載する推進剤の重量が5,000ポンドを超えないこと。

(2) テザーシステム。テザーシステムは、次の(i)乃至(iv)に掲げる要件を満たさなければならない。
(i) 次の(A)又は(B)のいずれかの状況下で、破損したり故障したりしないこと。
(ii) 降伏応力の安全係数が最低3.0であり、最大応力の安全係数が最低5.0であること。
(iii) 地上から打上げ機のテザーへの取り付け点までの高さが地上75フィート以内に制限すること。
(iv) 打上げ前に損傷がないこと。
(v) 打上げ機の排気による熱損傷を受けないよう、断熱処理又は適切な位置に設置すること。

(3) 分離距離。打上げ運用者は、本条の表Aに記載された推進剤の量ごとに、打上げ地点から公衆及び公衆の財産までの距離を確保
しなければならない。 11

米国におけるアマチュアロケットの取扱い

サブオービタル飛行に対応する制度の在り方
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サブオービタル飛行に対応する制度の在り方

現行法上の第三者損害賠償制度の比較

人工衛星落下等損害
（人工衛星の管理に係る許可）

ロケット落下等損害
（人工衛星等の打上げに係る許可）

人工衛星の打上げ用ロケットから正常に分離さ
れた人工衛星の落下又は爆発により、地表若し
くは水面又は飛行中の航空機その他の飛しょう
体において人の生命、身体又は財産に生じた損
害（当該人工衛星の管理を行う者の従業者その
他の当該人工衛星の管理を行う者と業務上密
接な関係を有する者として内閣府令で定める者
がその業務上受けた損害を除く）

人工衛星の打上げ用ロケットが発射された後の全部
若しくは一部の人工衛星が正常に分離されていない
状態における人工衛星等又は全部の人工衛星が正
常に分離された後の人工衛星の打上げ用ロケットの
落下、衝突又は爆発により、地表若しくは水面又は飛
行中の航空機その他の飛しょう体において人の生命、
身体又は財産に生じた損害（当該人工衛星等の打上
げを行う者の従業者その他の当該人工衛星等の打
上げを行う者と業務上密接な関係を有する者として内
閣府令で定める者がその業務上受けた損害を除く）

定義

無過失責任無過失責任
損害賠償責任

（宇宙損害責任条約）

無過失責任
（責任の集中無）

無過失責任
責任の集中

損害賠償責任
（活動法）

無有損害賠償担保措置義務

無有政府補償契約

12
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サブオービタル飛行の取扱い
サブオービタル飛行により生じた損害に係る

第三者損害賠償担保措置及び政府補償の各国比較

TMI総合法律事務所作成「サブオービタル飛行及び打上げに係る主要国等の宇宙法制度」より引用

13

ニュージーランド豪州英国米国日本項目

打上げ免許：免許
で特定される金額

高高度免許：免許
の条件として付保
が要求された場合、
要求された金額

原則有：1億豪
州ドル又は
「最大予想損
失方法」で決
定される金額
のいずれか少
ない方以上

免許により定
める（原則
有）

有：最大予想
損失として
FAAが定める
金額（5億ド
ル又は入手可
能な保険金額
を超えない範
囲）

無第三者損害
賠償担保措
置の有無及
び金額

無有：最高30億
豪州ドル

有：免許で定
める賠償責任
額を超えた額

有：最高約38
億ドル

無政府補償制
度の有無及
び金額
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２．人工衛星を搭載しないロケットの
打上げの取扱い

14
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第４条第１項
国内に所在し、又は日本国籍を有する船舶若しくは航空機に搭載された打上げ施設を用いて
人工衛星等の打上げ（※１）を行おうとする者は、その都度、内閣総理大臣の許可を受けなければならな
い。

人工衛星を搭載しないロケットの打上げの取扱い

人工衛星を搭載せずにロケットを打ち上げる場合や、ダミーマスやロケット性能確認用ペイロー
ドなどをロケットに搭載するものの、当該ペイロードをロケットから分離しない場合は、ロケットの
一部（ロケット軌道投入段やそこから分離されないペイロード）が軌道に投入されるとしても、人
工衛星等の打上げに係る許可の対象外

人工衛星等の打上げに係る許可

※１「人工衛星等の打上げ」＝自ら又は他の者が管理し、及び運営する打上げ施設を用いて、人工衛星の打上げ用ロケッ
トに人工衛星を搭載した上で、これを発射して加速し、一定の速度及び高度に達した時点で当該人工衛星を分離すること

出典：「H3ロケット試験機２号機フェアリング及びペイロードプレス公開」
（https://www.jaxa.jp/projects/files/youtube/h3tf2/jaxa_doc01_20240123.pdf#:~:text=%E5%85%88%E9%80%B2%E5%85%89%E5%AD%A6%E8%A1%9B%E6
%98%9F(ALO）

©JAXA

• 2024年２月17日に打ち上げられたH３
ロケット試験機２号機は、ロケット性能
確認用ペイロードVEP-４（Vehicle 
Evaluation Payload-４）を搭載して打
ち上げられた（※２）。

©JAXA

H３ロケット試験機
２号機の打上げ 15

※２ 同機はVEP-４以外に小型人工衛星
２機を搭載していたため、人工衛星等
の打上げに係る許可を取得。



【JAXA】
現行活動法は、軌道投入される人工衛星の打上げを許可対象としており、人工衛星を搭載しない試験機等の打上げは、活動
法の許可対象となっていない。万が一の第三者賠償を確実にする観点から、今回の改正で、このような打上げについても許可
対象として頂きたい（H3ロケット試験機2号機では、小型衛星の相乗りがあったため、活動法の打上げ許可の対象であった）。

【インターステラテクノロジズ㈱】

〈人工衛星を搭載しない打上げの許可〉
人工衛星を搭載しない場合の打上についても許可の対象としていただきたい。
今後の開発活動等において、ダミーペイロードなど人工衛星を搭載しない打上計画が生じる可能性もある。活動法の許可の対
象とならない場合には損害賠償担保措置を講じられず、打上げに伴う高額な補償リスクには対処出来ない事から打上を断念
せざるを得ない。

16

人工衛星を搭載しないロケットの打上げの取扱いに関する事業者等のご要望

人工衛星を搭載しないロケットの打上げの取扱い

【三菱重工業㈱】
〈損害賠償制度の対象範囲の見直し(衛星を搭載しないロケット) 〉
現行の宇宙活動法では、衛星を搭載しない打上げへの補償は適用対象となっていない（※H3試験機２号機では小型衛星を搭
載する調整を実施。）。
衛星を搭載しない打上げ一方で損害賠償事故が起きる可能性を否定できない場合についても、政府補償の範囲内とさせていた
だきたい。
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人工衛星を搭載しないロケットの打上げに係る論点整理

人工衛星を搭載しないロケットの打上げの取扱い

検討事項ペイロード搭載軌道投入物

← 事業者等が要望する「人工衛星を搭
載しないロケットの打上げ」は左記の
場合を想定しているのではないか？

有
（ダミーマスやロケット性能確認ペイロード
等、ロケットにペイロードを搭載するが、そ

れをロケットから分離しない場合）有

← 左記のような場合が現実的に想定さ
れるか？

無
（ロケットにペイロードを搭載せず、ロケット
軌道投入段のみが軌道投入される場合）

← 何も軌道投入しない場合には、ペイ
ロード搭載の有無を問わず、サブ
オービタル飛行や観測ロケットの打
上げとの区別はできないのではない
か？

有

無

無
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人工衛星を搭載しないロケットの取扱い

現行法上の第三者損害賠償制度の比較（再掲）

人工衛星落下等損害
（人工衛星の管理に係る許可）

ロケット落下等損害
（人工衛星等の打上げに係る許可）

人工衛星の打上げ用ロケットから正常に分離さ
れた人工衛星の落下又は爆発により、地表若し
くは水面又は飛行中の航空機その他の飛しょう
体において人の生命、身体又は財産に生じた損
害（当該人工衛星の管理を行う者の従業者その
他の当該人工衛星の管理を行う者と業務上密
接な関係を有する者として内閣府令で定める者
がその業務上受けた損害を除く）

人工衛星の打上げ用ロケットが発射された後の全部
若しくは一部の人工衛星が正常に分離されていない
状態における人工衛星等又は全部の人工衛星が正
常に分離された後の人工衛星の打上げ用ロケットの
落下、衝突又は爆発により、地表若しくは水面又は飛
行中の航空機その他の飛しょう体において人の生命、
身体又は財産に生じた損害（当該人工衛星等の打上
げを行う者の従業者その他の当該人工衛星等の打
上げを行う者と業務上密接な関係を有する者として内
閣府令で定める者がその業務上受けた損害を除く）

定義

無過失責任無過失責任
損害賠償責任

（宇宙損害責任条約）

無過失責任
（責任の集中無）

無過失責任
責任の集中

損害賠償責任
（活動法）

無有損害賠償担保措置義務

無有政府補償契約

18
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３．打上げ施設の適合認定制度の取扱い

19



打上げ施設の適合認定制度の取扱い
○宇宙活動法
第16条（適合認定）
1. 内閣総理大臣は、申請により、国内に所在し、又は日本国籍を有する船舶若しくは航空機に搭載された打上げ施設（※）について、これを用い

て行う人工衛星等の打上げに係る人工衛星の打上げ用ロケットの型式（その設計が第13条第1項の型式認定又は外国認定を受けたものに
限る。）ごとに、適合認定を行う。

2. 前項の適合認定を受けようとする者は、内閣府令で定めるところにより、次に掲げる事項を記載した申請書に打上げ施設が型式別施設安全
基準に適合していることを証する書類その他内閣府令で定める書類を添えて、これを内閣総理大臣に提出しなければならない。

3. 内閣総理大臣は、第一項の申請があったときは、その申請に係る打上げ施設が型式別施設安全基準に適合していると認めるときは、同項の
適合認定をしなければならない。

4. （略）

(1) 氏名又は名称及び住所
(2) 打上げ施設の場所（船舶又は航空機に搭載された打上げ施設にあっては、当該船舶又は航空機の名称又は登録記号）、構造及び設備
(3) 第十三条第一項の型式認定に係る型式認定番号又は外国認定を受けた旨
(4) 飛行中断措置その他の人工衛星の打上げ用ロケットの飛行経路及び打上げ施設の周辺の安全を確保する方法
(5) その他内閣府令で定める事項

第17条（打上げ施設の場所等の変更）
1. 前条第一項の適合認定を受けた者は、同条第二項第二号又は第四号に掲げる事項を変更しようとするとき（型式別施設安全基準の変更が

あった場合において、当該適合認定を受けた打上げ施設が型式別施設安全基準に適合しなくなったときを含む。）は、内閣府令で定めるとこ
ろにより、内閣総理大臣の認定を受けなければならない。ただし、内閣府令で定める軽微な変更については、この限りでない。

2. 前条第一項の適合認定を受けた者は、同条第二項第一号若しくは第五号に掲げる事項に変更があったとき又は前項ただし書の内閣府令で
定める軽微な変更をしたときは、遅滞なく、その旨を内閣総理大臣に届け出なければならない。

3. 前条第三項の規定は、第一項の認定について準用する。

○宇宙活動法施行規則
第17条（打上げ施設の場所等の変更の申請等）
1. （略）
2. （略）
3. 法第十七条第一項ただし書の内閣府令で定める軽微な変更は、法第十六条第二項第二号又は第四号に掲げる事項の実質的な変更を伴わ

ないものとする。
4. （略）

20

※「打上げ施設」＝人工衛星の打上げ用ロケットを発射する機能を有する施設（＝射点（≠射場））



【JAXA】
施設適合認定の制約の見直しも検討いただきたい。現行では施設適合認定を受けている設備の変更を行う場合には事前に変更
申請の認可が必要となっている。一方、打上げの合間に設備更新等の工事に着手する必要があるものの、その期間に変更の認
可を受けなければならないケースでは、整備の完了が計画された次の打上げに間に合わないことも想定され、今後の高頻度の
打上げ計画の制約となる可能性がある。

【㈱IHIエアロスペース】

〈打上げ施設の適合認定〉
現活動法では、施設適合認定を取得した場合、設備改修は施設適合認定の変更許可後の実施に制限されている。そのため、
老朽更新を含む設備改修に対するハードルが高くなり、運用が難しい問題がある。取得のメリットが低く、打上げのたびに申請
することを選択するような状況となっており、この制限の見直しをお願いしたい。

21

打上げ施設の適合認定制度の取扱いに関する事業者等のご要望

打上げ施設の適合認定制度の取扱い

【三菱重工業㈱】
〈施設適合認定の変更申請効率化〉
• 打上げに使用する施設の改修更新工事は、打上げの無い期間に実施するが、施設適合認定は常時有効なため、 作業着手

前に変更申請の認許が必要であり、工事期間確保が困難となることが予想される。
• 施設適合認定の変更申請の許認可待ちとなり、打上げ許可申請の手続きが遅れる可能性がある。
• 施設適合認定を受けた施設において、改修更新工事がタイムリーに可能となる法対応をご検討頂きたい。
例）
－施設改修は、変更審査期間中においても工事着手可とする。
－打上げ許可申請の許認可は、施設改修が打上げ前に完了する前提で可能とする。

【インターステラテクノロジズ㈱】

〈設備変更時の手続き〉
施設適合認定を取得した対象設備の変更手続きを見直していただきたい。
打上げ施設はロケット本体システムと相互依存している。打上の結果反映や改善を目的に速いサイクルで設備を改良変更した
くとも、その際に変更申請手続きと許可が必要で、自在で迅速な事業改善の制約となりかねない。
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主要論点（案）

22



宇宙活動法の見直しに関する小委員会 主な検討課題（案）

 ①宇宙機の大気圏への再突入行為、②再使用型ロケットの打上げ時の着陸行為、③サブオービタル飛行（高

速二地点輸送、宇宙旅行、微小重力実験等）、④人工衛星を搭載しない打上げ行為等、多様な宇宙輸送に対

応する許可制度に改めるべきではないか？

 日本企業が国外で行うロケットの打上げや宇宙機の再突入等、宇宙輸送サービスのグローバル化に対応す

る許可制度に改めるべきではないか？

多様な宇宙輸送シス
テムへの対応

 打上げの高頻度化に対応するため、現行の都度の許可制度に加え、一度の申請で複数回の打上げが認めら

れる許可制度（包括許可制度）を導入するべきではないか？

 衛星コンステレーションにおいて同一タイプの人工衛星を打ち上げる場合には、簡易に人工衛星管理許可の

申請ができるようにするため、人工衛星に関する型式認定制度を導入するべきではないか？

 顧客ニーズに応じてスピーディーな打上げサービスを提供できるようにするため、許可審査に要する標準処

理期間の短縮に向けた方策を検討するべきではないか？

宇宙産業の国際競争
力の強化

 スペースデブリ問題に関して、宇宙活動法を通じて、どのように宇宙空間のサステナビリティを確保するか？

 宇宙葬やモニュメントのように、管理しない（できない）物体の打上げ行為をどのように取り扱うべきか？

宇宙空間の安全かつ
持続的な利用の確保

 多様な宇宙輸送時代に対応するため、損害賠償担保措置及び政府補償制度の拡充が必要ではないか？

 大型化・難燃化が進展する一部の人工衛星については、地上落下時に損害が発生するリスクがある。このた

め、新たに損害賠償担保措置及び政府補償制度の対象とするべきではないか？

ロケット落下事故の
被害者の保護

 ロケットの落下事故については、行政として発生した事実をすみやかに把握する必要があるのではないか？

 事故が発生した場合、関係企業は、負傷者の救護や火災の延焼防止等の応急措置を行うべきではないか？
公共の安全の確保

 将来の有人宇宙輸送の実用化に適時適切に対応するため、制度上の対応を検討するべきではないか？有人宇宙輸送の実現

 我が国が行う宇宙活動の透明性を向上させるため、内閣府は、宇宙活動法の許可状況や事故報告の概要を

積極的に情報公開するべきではないか？
その他

※ 第1回小委員会（9月26日）での事務局説明資料より
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多様な宇宙輸送システムに対応する制度の在り方（その２） 主要論点（案）１

① サブオービタル飛行として具体的にどのような輸送ニーズが想定されるか？

② 宇宙活動法において、サブオービタル飛行に対応する許可制度の枠組みを新たに導

入する必要性、許容性についてどのように考えるか？

③ 仮にサブオービタル飛行に関する許可制度を創設する場合、サブオービタル飛行につ

いてどのような許可基準が必要となるか？（既存の人工衛星を搭載したロケットの打上

げと同じレベルの規制が必要か？）

１．宇宙活動法

における制度枠組み

サブオービタル飛行
に対応する

制度の在り方

① サブオービタル飛行について、その落下、衝突又は爆発により、地表若しくは水面又は

飛行中の航空機その他の飛しょう体において人の生命、身体又は財産に損害が生じる

リスクが相当程度存在すると判断できるか？

② 仮にサブオービタル飛行に関する許可制度を創設する場合、（軌道投入が行われない）

サブオービタル飛行により生じる第三者損害賠償責任についてどのように考えるべき

か（サブオービタル飛行より生じる第三者損害について、被害救済その他の観点から、

人工衛星等の打上げを行う者がロケット落下等損害について負う賠償責任と同様に無

過失責任を課すべき立法事実があるか、それとも、日本法上の航空機による地上の第

三者に対する損害と同様に、過失責任（民法709条）を維持すべきか？）

③ 仮にサブオービタル飛行に関する許可制度を創設する場合、ロケット落下等損害と同

様に、損害賠償担保措置及び政府補償制度を導入する必要性、許容性及び補償の程

度をどのように考えるか？

④ 仮に政府補償制度を導入する必要がある場合、政府補償制度の対象となるサブオービ

タル飛行を実施する者の範囲は限定する必要があるか（日本の領域においてサブオー

ビタル飛行を実施すれば外国人や外国企業であっても政府補償制度の対象とすべき

か）？

２．第三者損害賠償責任
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多様な宇宙輸送システムに対応する制度の在り方（その２） 主要論点（案）２

① 仮に宇宙活動法でサブオービタル飛行に係る許可制度を創設する場合、観測ロケット

は、どのように取り扱うべきか？

② そもそも法制度上、サブオービタル飛行と観測ロケットの打上げを区別することはできる

か？

３．観測ロケットの扱い

サブオービタル飛行
に対応する

制度の在り方

① サブオービタル飛行に対する航空法の適用の在り方は、どのように考えるべきか？一

案として、仮に宇宙活動法においてサブオービタル飛行に対応する許可制度の枠組み

を新たに導入する場合、宇宙活動法において「ロケット」として性質決定した機体を航空

法においても「ロケット」（航空機の飛行に影響を及ぼすおそれのある行為）として取り扱

うという整理で公衆の安全その他の航空法の保護法益は達成されるか？

② ①を踏まえ、許可制度の対象とするサブオービタル飛行の始点と終点をどのように考え

るべきか？

③ サブオービタル機の空港からの離発着等、サブオービタル飛行の実用化に向けた運用

上の論点の整理はどのように進めるべきか？一案として、サブオービタル飛行に関する

官民協議会のワーキンググループ（WG）を活用することはどうか？

４．航空法等の整理

① 近い将来、国境を跨ぐ大陸間のサブオービタル飛行サービスの実現が想定されるか？

② （想定される場合）法制度上の課題は何か？

５．国境を跨ぐ高速二

地点輸送サービス

（P2P）の実現
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多様な宇宙輸送システムに対応する制度の在り方（その１） 主要論点（案）３

① ロケット上段部を含めて何も軌道投入しない「人工衛星を搭載しないロケット」の打上げは高

度100km以上に上昇する観測ロケットの打上げと区別できるか？（「人工衛星を搭載しないロ

ケットの打上げ」の打上げ許可の対象化のご要望は、「ペイロードを搭載したロケットの一部を

軌道投入するが、ペイロードをロケットから分離しない場合」を打上げ許可の対象とすることの

ご要望という理解でよいか？）

② ①において確認された整理を前提として、そのようなロケットの打上げを打上げ許可の対象と

する必要性、許容性についてどのように考えるか？

③ 打上げ許可の対象とする場合、人工衛星を搭載したロケットの打上げと同様に、損害賠償担

保措置を前提に、政府補償制度の対象とする必要性、許容性及び補償の程度についてどの

ように考えるか？

人工衛星を搭載しない
ロケットの打上げの取扱い

① 一つの打上げ施設（射点）から複数の型式のロケットが打ち上げられる中で、ロケットの型式

ごとに打上げ施設の適合性を認定する制度の必要性、許容性をどのように考えるか？

② 制度自体は必要である場合、打上げ施設の設備改修等を行う場合において、事前に変更認

定を受ける必要がある現行制度は見直す必要があるか？

打上げ施設の適合認定
制度の取扱い
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参考資料
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●国内等の人工衛星管理設備を用いて人
工衛星を管理する行為を許可制とし、
宇宙諸条約の実施、宇宙空間の有害な
汚染の防止、終了措置における着地点
周辺の安全確保等について事前審査

● 管理計画の遵守、事故時の措置、管理
終了の措置について義務

● 人工衛星等の打上げを行う者に対し、ロケット
落下等損害に係る「無過失責任」及び「責任集
中」を導入

● 打上げ実施者は、許可を受けた打上げの前に
損害賠償担保措置を講じる義務（ロケット落下
等損害賠償責任保険契約及びロケット落下等
損害賠償補償契約（特定ロケット落下等損害に
係るものに限る。）の締結若しくは供託を行う。）

● 政府は、打上げ実施者を相手方として、政府補
償に係る契約を締結することができる（＝民間
の損害賠償責任保険でカバーできない損害に
ついて、3,500億円を上限額として政府が補償）

● 人工衛星の管理を行う者に対し、人工衛星落下
等損害に係る「無過失責任」を導入

● 国内に所在し、又は日本国籍を有する船
舶若しくは航空機に搭載された打上げ施設
を用いて人工衛星等の打上げを行う行為を
許可制とし、飛行経路周辺の安全確保、宇
宙諸条約の的確かつ円滑な実施等につい
て事前審査

● ロケットの型式（設計）、打上げ施設の基準
への適合性に関する事前認定

安全の確保
©JAXA©JAXA

○ 宇宙の開発及び利用に関する諸条約の的確かつ円滑な実施（第1条）

• 宇宙条約、宇宙救助返還協定、宇宙損害責任条約、宇宙物体登録条約の担保法

• 宇宙条約上、自国の宇宙活動に対する国の許可及び継続的監督が必要（宇宙条約第6条）

インターステラテクノロジズ㈱が開発中のロケット

人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律（通称:宇宙活動法）の概要

○ 公共の安全の確保、ロケットや人工衛星の落下損害の被害者の保護（第1条）

• 打上げ用ロケットや人工衛星の落下、衝突又は爆発による損害発生の防止

• 人の生命、身体又は財産に生じた損害の被害者の保護

１．法律の目的等１．法律の目的等

28

○ 法律の施行に当たっての配慮（第3条）

• 国は、法律の施行に当たっては、我が国の関連産業の技術力及び国際競争力の強化を図るよう適切な配慮を行う。

人工衛星等の打上げに係る許可制度
(人工衛星を搭載したロケット打上げ係る制度)

人工衛星の管理に係る許可制度
（人工衛星の管理行為に係る制度）

第三者損害賠償制度
（生命・身体・財産に生じた損害の被害者保護）

２．法律の概要２．法律の概要



宇宙輸送の将来像 出典：宇宙技術戦略（令和6年3月28日、宇宙政策委員会決定） p.65

衛星 宇宙飛行士構造物 ローバ ロボット 宇宙旅行

E
P
S
iL
O
N

JAXA

J
A
P
A
N

H 3
JAXA

民間ロケット

H 3

JAXA

J
A
P
A
N

月・火星等
（深宇宙）

GEO,MEO

LEO

基幹ロケット 次期基幹ロケット
宇宙港

（射場・スペースポート）

J
A
P
A
N

新たな輸送システム

高速二地点間（P2P）
輸送サービス

月・ゲートウェイ等への
輸送サービス

静止軌道等への
輸送サービス

ISSや商業宇宙ステーション衛星コンステレーション

深宇宙への探査機
輸送サービス

宇宙旅行サービス

宇宙港を核とした
価値創造・地方創生

低軌道輸送サービス
（Dedicated, Rideshare, Constellation）

軌道間輸送サービス

夢・希望

様々なペイロード

教育・研究観光 食産業 ビジネス

宇宙輸送サービスのハブ拠点化

（洋上発射・回収）（再使用）

軌道上サービスステーション

食糧

宇宙ステーションへの
輸送サービス
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我が国における民間ロケットのラインナップ （2024年9月時点、 順不同）

①スペースワン ②インターステラテクノロジズ ⑤PDエアロスペース

その他射場実用化予定年打上げ能力ロケット名称
企業名

（設立年、従業員数、役員、主要株主等）
No.

• 2024年3月に初号機の打上げを実施
2024年12月の2号機の打上げに向けて準備中

• 射場は自社整備による

和歌山県
串本町

2024年250kg(低軌道)カイロス

スペースワン（2018年）
（従業員数：不開示、代表取締役社
長：豊田正和、キヤノン電子、IHIエア
ロスペース、清水建設等）

1

• 観測ロケット。7機の打上げ実績を有する

北海道大樹町

2019年～30kg(弾道飛行)MOMOインターステラテクノロジズ（2013年）
（186名、代表取締役CEO：稲川貴大、
丸紅、SBIインベストメント、NTTドコモ
等）

2

• 小型衛星打上げ用ロケット。研究開発を実施中2024年度以降～800kg(低軌道)ZERO

• 再使用型ロケット（構想段階）2030年代10トン(低軌道)DECA

• FuＪin：観測ロケット、RａｉＪｉｎ：衛星打上げ用スペースプレー
ン(再使用型有翼ロケット)北海道大樹町

（検討中）

2028年310kg(低軌道)FuJin/RaiJin
スペースウォーカー（2017年）
（70名、代表取締役CEO：眞鍋顕秀、リアラ
イズグループ、JAXA、JALUX ※JALグ
ループ等）（東京理科大発スタートアップ）

3

• 有人宇宙飛行（サブオービタル飛行、高度120km）を予定
• 2040年代に高速二地点間輸送(オービタル)を目指す

2030年
有人輸送

(搭乗者8名)
NagaTomo

• 再使用型ロケット。そのエンジンをIHI/IHIエアロスペースや
米国Ursa Major 社と共同開発

• 2030年代早期に有人宇宙輸送を目指す

北海道大樹町
（検討中）

2027年以降
100kg級
(低軌道)

ASCA 1
（アスカ-ワン）

将来宇宙輸送システム（2022年）
（63名、代表取締役：畑田康二郎、イ
ンキュベイドファンド等）

4

• 2023年に無人中型固定翼機の飛行実証を実施
• 2024年にジェット/ロケット切替エンジンの作動実証を達成沖縄県

下地島空港

2027年
無人輸送
(弾道飛行)

無人有翼機
（名称未定）

PDエアロスペース（2007年）
（14名、代表取締役CEO：緒川修治、
ANA、HIS等）

5

• 2030年代にスペースプレーン(単段式宇宙往還機)による無
人および有人宇宙輸送を目指す

2030年代
有人輸送

(搭乗者8名)
ペガサス

• ロックーン方式(気球からロケットを空中発射)による小型衛
星の打上げ事業を2028年度中に開始予定

• 2024年8月に超小型ロケットの飛行実験に成功

福島県
南相馬市

ほか

2025年度中10kg(弾道飛行)FOXAstroX（2022年）
（25名、代表取締役CEO：小田翔武、
ICJ、三菱UFJキャピタル、ニッセイ
キャピタル、ANOBAKA等）

6

2028年度中
～100kg
(低軌道)

AstroX
Orbital

ロケットの再使用に必要な要素技術を獲得するため、2024年7月末
以降、小型実験機を用いた離着陸実験を行う

未定2030年代未定未定
本田技術研究所7

④将来宇宙輸送システム③スペースウォーカー ⑥AstroX
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31

シエラスペース社（米）の宇宙往還機（Dream Chaser）
• 商業宇宙ステーションへ物資運搬を実施する宇宙往還機事業を計画
• 三菱重工業が、Ｈ３ロケットによる種子島からの打ち上げに向けSierra 

Space社と調整/交渉中。
• 一方、商業宇宙ステーションから大分空港への帰還事業について、シ

エラスペース社/兼松/大分県/JALは、大分空港をDream Chaserのア
ジア拠点として活用するための検討を進めるパートナーシップを締結
（22年2月以降）。

• さらに、シエラスペース社/三菱UFJ銀行/兼松/東京海上日動は、ア
ジア太平洋地域における戦略的パートナーシップ契約を締結（23年9
月）。日本側は数百億円を同社に出資（出資額は非公開）。

技術革新に伴い出現しつつある新たな宇宙輸送の形態

JAXA（日）・CNES（フランス）・DLR（ドイツ）の
再使用型ロケット（CALLISTO）

• JAXAは、宇宙への輸送コストを効果的に下げる方策
のひとつとして、使い捨てだったロケット第1段の再使
用化を目指した研究を推進

• 現在、CALLISTO（カリスト）と呼ばれる再使用可能な
小型実験機の開発と飛行実験を、フランス（CNES）及
びドイツ（DLR）との国際共同プロジェクトとして推進中。

• 2025年度に海外にて1段目再使用飛行実験を実施し、
その後、国内で機体再使用に必要な技術獲得を進め
つつ、国内での実証・開発を目指す予定。

Elevation Space社（日本）
• 衛星内で実験・製造ができる宇宙環境利用・回収プラットフォームを開発中

SPACE WALKER社（日本）
• 完全再使用型サブオービタル宇宙

機を開発中
• 2028年に衛星打上げ用の実験機

を打上げ予定
• 2030年にスペースプレーン（再使用

型有翼ロケット）による有人宇宙輸
送を目指す

PDエアロスペース社（日本）
• 完全再使用型サブオービタル宇宙

機を開発中
• 2030年代にスペースプレーン（再使

用型有翼ロケット）による有人宇宙
輸送を目指す

宇宙機の大気圏への再突入行為

サブオービタル飛行

再使用型ロケットの打上げ時の着陸行為
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海外における有人宇宙輸送の状況（米国・民間宇宙旅行）

SpaceX

 米国ではオービタル及びサブオービタルにおいて民間企業による商業宇宙旅行サービスが実用化 

Blue Origin

Virgin Galactic

地球低軌道の宇宙旅行サービス サブオービタル宇宙旅行サービス

2002年設立年

Elon Musk創業者

14回
(2024年9月時点)

有人飛行回数

未上場株式

非公開従業員数

2004年設立年

Sir Richard Branson創業者

11回(2024年1月時点)有人飛行回数

2019年 NASDAQ上場株式

800名以上(2024年1月時点)従業員数

出典：https://bynder.virgingalactic.com/m/75f84c450bde5827/original/Virgin-Galactic-Fact-Sheet-JAN-2024.pdf

2000年設立年

Jeff Bezos創業者

8回(2024年8月時点)有人飛行回数

未上場株式

非公開従業員数

出典：https://www.blueorigin.com/
出典：https://www.spacex.com/updates/
https://x.com/PolarisProgram/status/1834329942043271268/photo/1

• SpaceXは2020年にCrew Dragon宇宙機による国際宇宙ステー
ションへの有人宇宙輸送を成功させたのち、2021年に初めての
民間ミッションとして、4名を地球低軌道に輸送

• 2024年9月には、民間ミッションとして初めてドラゴン宇宙機から
の宇宙遊泳(船外活動)を成功させた

• Virgin Galacticは有翼機の空中発射による有人サブオービタル
宇宙飛行を2018年に初成功し、2021年から商業飛行を開始

• Blue Originは、 4人の民間人を載せた再使用ロケットによる有
人サブオービタル宇宙飛行を2021年に初成功した

32




